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1.政策体系の中での般観づけ

。本格的少子高齢化社会でf;j:，年齢や陣容の有無にかかわらず、

合� l 多くの人の自立・共生と社会参聞により、すべての人が持てるカ� 
| 後発揮し支え合う活力ある社会を関指すことが護軍基。

理� 10平成18年に制定された「高齢者、障害撃者皆寄撃の移動等の円滑化の
性� i 促進!こ関する法律{バリアフリー新法)Jでは、新設の旅客施設及

盟業麗筆の重量備時に、バリアフリー義援への演会義務あり。また、

統存の旅客施設等について、パリアフリー締法!こま毒づく基本方針
において害事綴包穣を定め、バリアフリ…4との議進支援護室。

&漉跨件数が霊少、特定の者iこ編っていないか� 

i[エレベーター]特例の適用者数は4社であるが、…尽平均利用客数� 
5，000人以上の駅(2，816駅)のうち、滋該4殺で約35%。

有� 1[1琢床滋E転碕]特例の適用者数は5社であるが、特例の対象となり

効� i得る繁栄者数が14社しかなく、また、これ家でにこれらの事業者

性| により導入された低床型車両の約?割が特例の溺矧対象。� 

I[ノンステップパス】全国の乗合パス事業殺を対象。

[航設機]事業規模の小さい新規航空会社等は航窓機をリースによ
り導入しており、結果として現在適用対象は大手2社となっている

が、邸内航空運送の旅客数約9千万人の9劉を大手2社がカバー� 

5z他の支援措置等との役割分担

。バリアフリー章者法において、新設の旅客総数寄撃の主義俄袴iこは義

語; 獲全復護金義護が課されており、さらに、絞殺の霊祭潟毒事には、主主� 
i 盟笈縫議役護主、 fg~ま型車高やノンステップパスの普及が綴待。

当� 10多綴な焚煎安婆する設備の導入を促進するためには組単車三
性� i よる初期投資の毅滅多国るとともに、特別償却制度により発生す� 

36霊罰金を活照するさらなるインセンティブが必嬰。地方の財政が

厳しい状況の下、地方の財政難から協額補助が受段ゑ弘主位軍
合1きあっても、税制効果によるバリアフリー化の対応が司能。

公当初の政策目標が既に達成会れていないか� 

0基本方針において、原則平成22年までのバリアフリ…化の整備尽標を
定めており、旅客施設(1民平均利潤客数5000人以上)1出00%、ノン
ステッブパスの導入率は約30%等。平成20童手渡米における鉄軌道駅
のバリアフリー化率は71.3%、ノンステッブパスの導入選軒家23.0%。
…方、関護憲添方針において、バリアフリー施策のスパイラルアップを

図っていくこと務鐙の責務としており、金主主もバリアフリー化の状況やさ当
事者毒撃の援を5患を踏家えて薮たな呂獲を設定し、バリアフリー化歩一層
推進していく必婆がある。

ゑ事後評錨等における確建設況

。バリアフリー化2された旅客施設、鉄軌道車両、航さを機の綴命、ノンス
テッブパスの迫撃人家について、政策評価法に基づく政策チコにツクアップ
によって毎年議後評価。平成20年度の政策チェックアップにおいては、

例えば、段緩解消Zされた旅客施設は平成17年度は56.5%だったが平
成叩年肢は65.1%、航空機は平成17年度は47β%だったが平成均年

度は59.9%、ノンステyブパスの導入率は平成17年皮は14.8%だった

が平成19年度は20.3%となっており、公共交通率築設が親銀議役五
援制E度藍の3活活賂号努長遡じてパリアフ2j一化のための投資手務争行う;ニ:と釘iり� に二よつて、
去着豊E実怠にパり1jアフiりj帥� 

6.鑑政策侵約違成手段として、的確かっ必要最小援な接競.D¥ 

O終演償却奇襲j疫の怒沼によって発生するキャッシュフローにより初滋投

資ぎを減少させる効果があり、厳しい経堂環境にある書評議事ぎに対しても

バリアフリ…設備容器襲入するインセンティブとなっており、公共交通施設

等の1¥1)アフリ…化が促進されてきていることから、本特例I本総策路約
を達成するための手段として的確。� 

0営業設備への投資を対象とする特例措置であり、税の支払いが繰り延

べられるものの最終的には法人税査納Z星空ることとなる特別償却制度
は、必要最小限の特例婚鐙と認められる。



0:1ド機的少子高齢化社会では、年齢や欝警の有無にかかわらず、多〈の人の自立‘共生と社会参覆により、すべての人が鋒てるカを発援し
支え部活カある社会を尽錯すことが霊婆崎これからの� 8:<本において、パリアフリーは富民生活に不可欠の共通社会委基盤� 
O/~IJアフリー化は遂援するも道半ばだが、語学今の厳しい経済状況の下で停滞が懸念時税務iによる 

f"1I 0概鰍税�  i-ii 

臨]関側レベ-9-:;〔即時開自由パ

ii[延長]ノンステップパス[延長〕リフト付殺パス� 

~ [紘充]鉄滋駅の可動主主ホーム柵

I園 :一アフト拠出 
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日削。バリアフリー新法{高齢者、障害者等(])移数号事

(])f'l手静化(])主主遂に義母する主主徐:平成18年i測定)で、
旅客筋設鵬主義珂等の新設間大緩模改良の際� 

iごわいjアフリー慕準jへの適合を義務付け� 

O~これをまでの努力によりバリアフリー化は
進展サるも滋半ば→引き続き努力が必要
・5000人/関以上が利用する鉄道駅� :71.3% 
(20伴成予約
・飲記盟主転倒� :41.3% (20年度末)
-ノンステップノ号ス:23.0% (20年度末)
.統主空機 :64.3%(初年度末)

ちバリアフ1)…化投資は震い負担を伴うも

園圃

| 交瀧バリアフリー設儲iこ同特別償却制衰の廷長及び拡充(前得説、法人税.
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..•のであり、義務化だけではなく税?同等によ
e
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る支援が不可欠
・2発脅迫1)(泌総し議事入のインセLぷデイブ)と祷助金
{初綴喜安芸誌の豪華滅)で殺言語分担・連携して支援
・主主jj般若主主主義愛しく;総勢l/iIJ疫の洛沼会主密難化
ずるやで、数綴の3重要妻役はますます高まって
いる
様徐々 の議ましい経済綴境の下では、投資iこ見

合う警警護要織をと寝室主義もたら冬なし'.1'(9アフリー化� 

C議驚控懸念

。可動主主*…ム機(*ームからの転落防止� 

)1延長E主震 ま、議F轄襲警護霊祭平成24年3F131aまで2年延長

各事業者による設備の前倒し導入を促進

[特別償却制後による 19益事皮の前倒し導入効果の例〕

i設備)については、視覚鰭害者が安全かつ -鉄道理葬業者 (A全土)釈のニιレベータ~33碁→40基白� 

的 的i欄で縁るためのバリアフ性�  ) ・パス毒事費患者(併が ノンステッブパス45台→60台l
L盤として、*字誌に強い裏謹あり ノ|� -航祭事総務 (C社)ノ〈リアブリー対応型航空機9機→10機� 
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国30 中小企業投資促進税制の延長� 曾国土交通省 
  

1.政策体系のttでの伎盤づけ 2.当初の殺簸目標が援に達成されていないか

合
現
性 

有
効
性 

部
相
当
性

0経営基盤の脆弱な中小企業が大衆を占めるトラック事業者、内航

海幾重量等が老朽化した主義荷や船舶毒事の代替を進めるなど、土三二Z
空警警の鰻競技震ま議議k腕1送品質の!向よ等による物流の効率
化‘環鏡重量篠の低温墾~臨-:>1ごいくためには、;$;差益制措穫を維持
することが必要E。
【総合物流鐙策大綱】{平成21年7月148関議決定)

恥内航海運の輸送品質の向上等安捻進

野効霊祭的で環境にやさしい物流の実務


。トラック害事業、内航海運業者事i念、語学今の景気低迷による荷勤務の減少

等の影響から脱却できず、依然として厳しい緩営状況。このような状況

の下、トラック等の設備投資を促進し、生産性の肉よ及び経営の近代
化事会環化を図るとともに、景気対策の観点からも本税制措置を維持

することが必要。ま?と、現ア¢景気仮差まの影響存続却し得ない状況に

室主1主ιぶから峯墾主の設綴設資脊促進する必要性i乱;$;税鱗導入時� 
.(J)盈筆盤豊きである民間投資の促進という観点伝お金塾a 

3.遮湾件数が僅少、特定の者Iこ傭っていないか� 

0;;ド税鎖i玄、中小企業がトラックや機械装置等を取得した際に特

別償却又は税額控徐の特例が受けられる制度であり、と設芝生茎
差主血堂進海道業手与はじめ様々な業務の中小企業が本税制移活用。

なお、平成忽0年度の適期爽緩iま、� 16.238件、� 301億円{磁

土交通省所管分)となっており、多くの中小::iI:J疑者が生産伎の肉
よ及び経営の近代化‘会理化を図るために本税制婚置を活用。

5.鑑の交搬錆置等との役割分担� 

4.義務後評価等における確認状潔� 

0トラック事業容による本税制jの透湾実績(減収額)[弘平成20年度で約� 

10副議内となっており、i益支の会う言、-:1..ク事業者によるトラック議役麓獲量
笈怪童盤。

内航海遂事業者による本税制の適用実緩は、平成20年度で総建

造数87隻のうち約4分の 1 の23~菱、約10億円どなっており、金玉金窓
紘差益還簿業者による給舶の設備投資に資献ぬ

政策評価法!こ基づく本税制の事後評価は行っていないが、今後は的
確に事後喜平癒を行ってまいりたい。� 

6.政策目前途成手段として、的確かっ必喪最小限な揚霞か� 

Oトラック事業については、本税制jと問様の政策目的に係る偽の
支援措置等は存夜しない。

内航海運業については船舶の特別償却があるが、これは、投

資余力のある事業者が環境負荷低減!こ取り組むトップランナー

企業として潟皮環境負荷低減船等の建遊寄託行うことを誘導する

ための措震である一方、;$;捻震は投資余力の少ない中小事象者
が者朽船の代欝綾迭を行うζとを誘導するための措置。

01iJ/]¥会議による機動的な殺嬢投資を促滋し、車企企業の経営の合理

銃二道企iじま襲ゑ立金広陵ぉ滋象者が限努的となる補助金警と義主斗
一般的な適用条件を設けませ数殺を怪童L室い税制盤童歪遭遇。また、
トラック毒事業・内航海運業のみならず中小企業全般に対する特例指設
であり、援民の納得で起きる最小限の終例措置。� 

内副再席補叶陣、町，�  V"凧両措邸内田崎W 刊掛c v.，柵;;r -". V""."官� IJ~";JllIL岬，" C7 、
;こうしたJfl~.Jt又は盤識が行われればこれら中小企業による鞠摘の鶏率化、膿境負葎低減の推進等Iこ多大な影響が出る



| 中小企業投資促進税制の延長 (法人税、所得税)


中小企業者の設備投資を促進するため、中小企業者がトテyク(車両総重量3.5t以上)、内航貨物船(取得儲綴の75%が対象}、機械等を
取得した場合の特別償却制度又は税額控除制度を2年延長する。

(法人税所得税:特別償却3仰は税額擦除7% 1 
対象設備: トラック、内総貨物船、機械装置・器呉儀品・ソフトウェア� j 

トラック、内航海運!ホ裁が留の国内
務流を支える慕斡約輸送農業

O 昨年は繋波鋳擦の高援によるコスト場によ抗議滋は紫雲誌の慈11:;により、荷動きの

減少害事により、トラック事案、内航海運業等の経営は緩めて織しいま友況。
 

O 貨物憲扇の平均使周年数は増加綾肉、内舷綴般は老朽化が滋行
-トラックの平均使用年数 
( 10. 9創平成14年)→� 11.47(平成18年}→� 11.7な{平成20年)} 

・内航船舶の老朽化率{船齢� 14年以上〉� 
( 48%(平成14年)→� 61%(平成18年)→� 69%(平成20年)}

{主体佼:然トンd平均

五J1.!i219年E震災綴� 

印ク車両、内航船舶等の導入・代替のイ腿〉� 
0減税見込額(国土交通省所管分)

I ~ I 嚇，4'陣  

l J  

-トラック的代替艶進により、理議員荷の軽減等!こ寄与

-者朽穀の代替建造を通乙内麓海運の効率化、環議議繕低減等に寄与

総轄蒜い関連業界へ窃軽葉渡及効果を謹むて中小企業の畿銀器議iこ寄与� 

業 種 名 減税見込書耳

道路貨物運送業�  10.9131 
肉 脅え 海 運� 3長� 1.200i 
建 設 業� 2，736 
自 動 車 整 備� 3長� 1.193 
一般旅客自 動 車 運 送 業 �  946 
進 船 書E 754 
港 湾 運 送 業� 655 
倉 主主 業� 121 
旅 行� 3聖� 67 
最告 思 ヱ 雪量� 60 

き十会 18，645 
40 



地43 中小企業投資促進税制の延長 轡爵土交連雀
ふ 十 円 �  ( 

『 九一・、 ，-"， 

1.政策体系の中での依霞づけ� 2. ~当初の政策目穫が既に達成されていないか

。経営基擦の脆弱な中小企業が大宗を占めるトラック率業者、内航� 

海運議長議事が老朽化した車両や船舶等の代衡を進めるなど、上三':1 
dロ』

ーク雪撃の設備投資を促進し笠輸送品質の向上等による物涜の効率
理 {!:;，環滋負番号の低減等を図ってい5ためにはお2kg記制措鐙歩維持
性 することが必業L 

[総合物流施策大級](平成21年7月14B麹議決笈〉

.(:1寺総諸事違憲の稔送品質の向上等を推進
の政策関約でるる良債投資の促進とい圭鐙点!こも合致祭

-効家約で環境にやさしい物流の実現 

a通路件数が彊少、特定の者!こ偏っていないか� d弘事後評価等における議議紋潔� 

0:2ド税制1，中小企業がトラックや機械綾鐙議事?を取得した際に特;1:
有 別償却又iホ税額控除の特例が受けられる制度であり、トラック事
効 調整、内航海運業をはじめ様々な業擦の中小企業が本税制lを活用。

性 なお、平成20年度の適用実績は、� 16，238件(国土交通省所

管分)となっており、多くの中小企業者が急援性の向上及び経営
政策評価法に基づく本税制の事後評価は行っていないが、今後は的

のi長代化・合環化を図るために本税制措驚後活用。
確に事後評価を行ってまいりたい。

ゑ位の支護措置等との投額分担� a政策際的達成手段として、鶴確かつ必袈最小限な措置か

。トラック家業については、本税務と湾機のま文章表尽的iこ係る他の
支援捻鐙毒事は存在しない。結

内航海運業については船舶の特別僕却があるが、これは、投当
資余力のある事業者が環境負街低減に取り組むトップランナー性
企業として高度環境負荷低減船等の建造後行うことを誘導する

ための措置である一方、本措置は投資余力の少ない中小事業者
が器密朽船の代替建造を行うことを誘導するための措置。

Oトラック事業、内航海潔業等は、昨今の景気低迷による荷動告の減少

等の影響から脱却1:~きず、依然として厳しい経営状況。このような状況
の下、トテyク需撃の設備投資を促進し、生産性の向上及び経営の近代

11:;.合濃化後図るとともに、景気対策の観点からも本税制措置を維持

ずることが必姿。また、現下の景気低迷の影響を脱却し得ない状況に
おいてsこれら家業者の設犠投資を促進する必要事役1;t..1k税叡導入跨

0トラック事業者による本税制の適用実績は、写真定20年度で6，037件
となっており、多くのトテyク事業者による1-7・xク等の設備投資に貢献。

内航海灘署信業者による本税制の適用実績は、平成20年度で総建

進数87~撃のうち約4分の 1 の23隻となっており、多くの内航海運事業
者による船舶の韓備投資に貢献g

ot:t/j':iた調整による機動的な設穣投資を促進し中小企業の経営の会務
fじ欄近代化ぎを図るためには釜対象者が線定的とえ実る檎助金等と異なも

般的な適用条件を設け対象者を特定しない税総措霊が適当。また、

トラック簿業・内航海運業のみならず中小食業全般に対する特例擦霞

であり、関民の納得できる最小限の特例措積。

。トラック事業、内航海運業等f立、昨今の紫気低迷による帯勤きの減少噂の影響から脱却できず、依燃として厳しい経営状況。

こうした中、農止又iま輯震が持われればこれら中小企業による鞠涼の効率化、環境負荷協議由推灘等iご多大な彰響が出る

ため不瀧切。



[ 中小企業投資促進税鵠の延長 (法人往畏説、事業動 l 

中小企業者の設備投資を促滋するため、中小企業者がトラック(率調総議議3.5t以上人向航貨物船(取得価額の75%が対象)、機械等を

取得した場合の特別償却制度又は税額控除制度を2年延長する。

〔法 人税所側 桝i糊30~告又は税額控除7%

対象設備:トテyク、内航貨物船、機械装置=器具備品・ソフトウコcア


トラック、内航海議は、殺が閣の関内

物流を支える慕幹的輸送態調震
O 昨年iま燃油価絡の滋践によるコスト増により、最近は景気の要悪化により、被識をの
滋少等により、トラック高野3像、内航海道業等の経営は緩めて厳しい状況。� 

O 貨物王室蕗の平均佼熔年数i泳場加綴潟、内競量量豊富iま老朽化が進行

・トラックの平均後煎産手数� 

( 10. 92(平成14年〉→� 11.47(平或18年}→� 11.72(平成20年))� 
a内競総磁の老朽化主義〈総護者14若手以上〉� 
( 48%(平成14年}叫� 61%(平成18年)→� 69%(平成20年)) 

{議佼:徽トンキロ)
トラック車問、内航船舶等の導入・代替の僻〉

:ljZ目立均年波爽緩 

ふ

織トラックの代替罷還まにより、議議議事をお軽援等fこ寄与

"老害容豊富窃代替建造を環乙肉離瀧還の効率化、環護負蕎器援等に寄与

縞藤広い関連業界への経済波及効果を混じて中小企業の豪気回穫に寄与� 
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国31 外航日本人船員に係る所得税の軽減制度の創設 曾国土交通省� 

a 
理
性

有� 
効

性

桓� 
さき
性� 

1 政策体系のゆでの銭置づけ� 

。海洋環家である義援E裂の社会・緩済にとって必要不可欠な安全

かっ安定的な題燦洛上輸送をE家事長するよで‘優秀な外航EI;;;k人
総長の確保が登喜撃であるが、厳しい慰燦競争の中で極縁iこ減少� 

しているため、諸外箆における後滋税鱗付与による8温室長員確
保対策を踏まえ、裁が額においても2k税叙説設により、題が積極
約に外航EI;1k人主張議の縫保健育成を錐進する」とは緊要性が高
く、今日的主主合理性愛癒するもの。
なお、安定的な鼠際海よ輸送法被保守るための方策に関する

交遜政策審議会図際;潟よ輸送部会の答申(平成19年12月)及
びトン数税制を蜘~f;変化するための海上護送法等改正時における
附帯決議(平成20年5月)において、船員税制iの検討を記載。� 

a適用件数が儀少、特躍の者Iこ偏っていないか� 

0今般要求する船良税制の創設は、優努な外航日本人船員の確� 
保を図るため、訟が閣外航海遜事業者が運航する日本船舶等に
年間6ヶ月i誌上主役り組んでいる臼本人船箆に対しsすべからく適
盟する」ととしたものであり、その図的に照らして適用数が僅少と
なる又iま特定の設!こ繍るこたは裂い。

紙偽の~様様鍛等との役顎分担 

0外航EI:$:入総S撃の看護係後図るための斜度としては、外航海遂事
業者に対しインゼンティブを講じるものとして、平成20年度から

創設されたトン数税制があるが、今般要求する船員税制の愈i設
i玄、求識者マーケット!こ主主後数脅かける手段として創設するもの
であり、役割分援は滋湯治、つ務縫。

2事当初の政議総棋が慌に達成されていないか

。海よ運送;:'1計二基づくお本総綴・船長室確保計笛により、平成20年度から
の10年践で外麓EI;;;ド人飴主主(])人数を1.5倍に増加させる」ととして
おり、当初の政策協擦は未遂足立。

4 連勝後評価寄撃における確認紋況

0船員税制の創設は新規建露であるため、その効果については、政策評
価j去に基づく主義後評価等において適切に実施。

6“政策目的達成手段tごして、的確かっ必要最小限な措置か� 

0優柔な外航隠本人船員を被保するため、海事広報活動の精カ的展開、
外航隠本人総燥機係・育成スキームの実施等の諸施策を講じている
が、外航海遼ボ験者は増加していないことから、事業者へ採用インセ
ンティブを講じるととと併せ、本税制を創設し、外続日本人船員に箆接

インセンチ壬ブを投与することによりs求韓賓空ーケットiこ重接働きかけ
るよで、総喜重職議の憲章カを号室よTることは的確な手段。

ミ主た、ませ霊長を委主が溜外絞海遂事業者が運航する8本総紡等!こま手間� 
6ヶ月以上粂狩忍んでいる臼本人船員としており、必要最小援の錯鐙。

子、� 

。安全かつ策定的な儲際議上輸送審議保する上で、霊秀な外離宮本人総箆の議議を儲るため、蓑が雷外義海運事業者が譲舵

する日本船舶等i二年調6ヶ足以上乗り組んでいる日本人船員を対象とした船箆説雪崩j母創設は必要不可欠

"<l 



四� 

=日本船舶 

llJIlll::;
Iml 日� 

11.l!! 

| 外航日本人船員に係る所得税の軽減制度の創設(所得税)

安全かっ安定的な国際海上輸送を確保する上で、優秀な外航日本人船員の確保を図るため、我が圏外航海運事業者が運航する日本船舶等に年間6ヶ
月以上乗り組んでいる日本人船員について、給与所得に係る所得税の1/2を軽減する制度を創設する。� 

-E E・・-15E句it.iまE置三r;.."， ・・-E

安
定
的
な
海
上
輸
送
の
確
保
を
図
る
上
で
優
秀
な
日
本
人
船
員
の
確
保
が
国
家
的
課
題
に

0船員に対する各種施策を総合的・一体的日本籍船四日本人船員の激減する外航海運 0船員確保には以下の聞顎点が に推進
O 貿易量の99.7%を担う昼革盗運。 亙査生 聞海事広報活動の推進

①海洋に関する普及啓発等に顕著な功績を挙げた個

~ユー

世界単一市場における国際麓争が激化し、

日本籍船胴外航日本人船員が極端に減少。� 

o日本籍船田� 1580隻(昭和47年� 
l →鐙隼(平成20年� 

'0外航日本人船員.約5万7千人(昭和49年

-海の重要性についての社会的認 人等に対し『海洋立国推進功労者表彰(総理大臣表
知度が低い 彰)Jを実施

②毎年7月を海の月間とし全国主要港湾都市において
「海フェス聖」を開催

-外航日本人船員(海技者)確保・育成スキーム
(平成21年度予算� 2，300万円)� 

等

-船員税制の創設

①外航日本人船員に経済的メリ、yト安付与し‘職

謹金盤左血よを図る。
(i我が国の経済安全保障上、外航日本人船員
は重要であると位置付けるこトによる胞穏の蘇

力向上及び子のアナウンス効果を図る。

-船員・陸上海技者の全体を通じた
海技者としてのキャリアパスの不明

瞭さと社会的認知度が低い

-労働環境の特殊性から船員を志望

する人材を集めることが困難

日本船舶・船員確保計画

(海上運送法第35条)

日本船舶及び船員の確保に関する基本方針 外航船社に対する

→盆l&盟主(平成20年) 目� 

目� (S49) 外航日本人船員数� Eコ単純外国用船 λ 

I~.."‘一一(右軸} 里塑支配外国籍船
[ 

駅周

111酬� 

罰則� 

'01'
 (国土交通大臣作成)

課税の特例
-外航日本船舶の隻数を平成20年度からの� 

5年間で2倍に、外航日本人船員の人数を� 
(トン数標準税制)

問
団


-
盈 

z
-

10年間で� 1.5倍に増加させることを目標。

日本人船員の意義 の適用日本船舶・船員確保計画

日本船舶の建造等の計画、 (平成20年度より)①我が圏外航海軍産業の国際競争力の確

主主を図るために必要

②船舶運航等に係るノウハウの維持が必要

船員の確保・訓練の計画等

国土交通大臣の認定③海上輸送の室全盛盤笠を図るために必要
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菌33閤擦船揺の所者擁課蒋登記等に怒る費錐免許税の軽減借置の延長曾国土交通省


1.政策体系のゆでの位置づけ 2.当初の政策筏獲がままに達成されていないか 

。
合
理
性 

でも技術革新を滋め灘航効率性に優れる国際紛
ことにより、商船 

3.適用件数が獲少、特定の者に偏っていないか 4.事後評錨等における確認状況

0平成20年度における本制度の責務用数は15隻となっているが、
有| 対象となる国際船舶が近年では100隻弱で推移。本適時懇乳、 

| もって圏際船舶が増加に転じている事を勘案すると、盟盤盤
劫| 舶の増加との政策目標の実現!こ十分な適用数と思網 棚酬相

性 10麹郊を受ける者は外航海運事業者に限られる制度ではあるが、
倒方を海iこ屈まれた殺が箆においては貿易量の99.7%を海上
群が担っており、噂鰹榊緩として我が国商船隊峨

カある形で安定的 れることは広〈函誌に練益。 

5.縫の支援援雛毒事との役譲分担

なし 

。世界単一斎場である外艶海蟻誌今思議しい霞際競争i
縫い水準にある要訣下で、本綴u.
び日本籍船の草加iこ多大な欝響がwるため不適切 

桔
弱
性

こ噂されているとともに、機外盟iこおける船舶費録に係る費用が極めて

の凄止を行うことは鑓際的な麓争条件均礎化iこよる裳が冨膏艶隊の弱燦競争力の強化及
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歯34スーパー中枢港湾において指定会社等(民醤化会社)が難得する外貿埠頭業務照不動産の 曾臨土交通管� 
一時産省1種目移転登甑に懐る嚢録免静説得詩倒聾農の欝驚(費緑免許税)

1.童女策体系の中での役後づけ� 2聞き当初の絵3車弱震が慨に達成されていないか

Oスーパー中根港湾激策の政策呂擦は、平成2z年度までに(14年度比)、。翻際港湾問競争激化のや、日本の港の箆際競争力回復のため、� 
スど，<;-1:h枢港湾政策を実施。主義憲宇銃路~維持し、フィーダー港 ⑦港湾コストを、釜山潟、高雄港主主みとなる3事j低減

化によるコスト� 輸送待問上界等を防止、我が国産業経済の箆擦g ③!Jードタイム(入港~愛物菩i取)宏、� 3-ヰヨから、シンガポール港並み� 
競争力強化や関民生活向上が不可欠e の1臼穏度に短綴すること(均年度からの政策入'ti 

018年度現在、;盗事蓄コストiこついては約13%誇1i減、� lj…ドタイムiま約2.1
獲し主外資ま皐頭公社の株式会設化を惟進g

。間政策のー擦で、「特定外貿埠頭の管濃運営!こ関する議建Jを襲� 
日〈司王町立1.1日)!こ低減しており、段穣達成に向けて祭実に進捗。� 

Q公社等法港湾管E患者に代わり‘� 5大港のごJ:'"壬土貨物量の約7割、� 0一方、議長山新港など新とな競合格手の誕生、1tl連以上のスピードでの� 
.B;<ド全体の5認を扱うコンァナ埠頭?を建設・濃嘗。株式会社化に ヨ己ノヨげずさ大恕化による般会設の寄港先の絞込些強化等で、関際港
主主る埠頭のi議営効準化(サービス強化毒事)が潟致策J工、不可欠。 湾問競争激化。殺が5大港から欧米義鉾航路が消失する現実的危機。

。本政策は、現政権のf港湾の悶際競争力密復j、国交脅威長戦� ! 0政簸目機を達成するためには、本税制により、準期の株式会社化促進
そ普通じた港湾コストの低減毒事を図ることが必要不可欠。二正に合致。11賂会議の「港湾民営化� 

4.事後諸事鎌等における確認状況3.遜F開件数が畿少、特定の殺に偏っていないが� 

Oスーパ-$緩港湾政策の呂標年度が平成22年度となっていることを踏0本税制特例の適用者数は4杖であるが、平成22年度における濃� 
有� 家え、今後、同政策の総括を実施αm予鼠盤整侵害割引は相当数あり十分な効果が見込まれる。
効� 0本税制により、公社の察織の株式会社化を促進し、コンテナ埠頭� 

j 性 [効率的な護嘗の効泉.平成18年度実績]

争力確保のために必要不可欠である。

の管理運営のー患の効感化を図ることは、我が磁経済の間際競

港湾コスト13%低減〈対平成14年療上七)、
 
0本税制i玄、鼠交省成長戦路会議の「港湾民営化iを1まに推進。
 リ…ドタイム約2.1日(平日では1.1日)(従前3-4日)� 

5.般の支援援護霊害事とのfIt害調分担� 6.政策罰鈎達成事段として、的確かっ必要量小織な接蜜か

。公社u会社iま、高い地域経済効泉を持つコンテナ場頭変、港湾管� 0芸誌が5大滋の霊童会相手の、釜山港、きを山華寄港、シンガポ…)v港、議雄
護者に代わり議議・運賞。国等は建設"運営面で3重複なき支援 港等では、コンァナ埠頭に爵震査箆税等カ鵠せらn~凶k閤定資援相

税者撃に担当する裁がなく、我が留と対等な競争条件にはなっていない。φコンァナ接頭建設等:堕・港湾管理者の然利子貸付当
。また、港湾管潔者のコンテナ線頭iま、関定資皇室税等が券課税。.~桑鑓近傍の物流関漆箪童書事の建設:国の鋪盟

性
.スパ中港湾?の貨物集中毒事促進 rスーパ…中枢港湾を様e .Oj阜頭金主従事会社のコンテナ埠頭l泳、地域の税収1使用料級入増、塵用

したコンテナ物流の総合的集中政革プログラムJ(全額鐙費) 騒左i環境負荷穏濯等に資獄。激化する間際港湾問競争や、管理者，

。穫量盤有コスト:管理者や、アジア主婆港とのバランスで税減免よ 機港との競争条件対等化から、本税制{J/2軽減21主的確盤議書室最小限

。議が閤スーパー中躯港湾の閤離競争力強化のためには、全聞のコンテナ貨物部半分以上を議う外貿埠灘公祉の早期の株

式会社化により、製意工夫あふれるf港湾経営jを皐期!こ擦麗し、荷主や船会社との襲擦な議長携、多様な事業展開等による鞠

涜サービス強化篇コスト低混と、国の庫業軽済や国民生活への賞猷等母早期実現が必要不可欠。

理
性



uzt ユ ， 芯五壬建三 ぉ喜四..誓 ~3~•.4lJmぉ .

通 是正・玉音リ�  25 35E 続泊韮 :i'It設:~-;~dS~~""Ii;l~J 言語 49 aim を湿器 ~ilm，

株式会社化された埠頭公社〈指定会社宅事)が埠頭公社からの出資により取得する外貿埠盟業務用不動産の所有権の移転登記に係る登

録免許税の税率について特例措寵を設けることで、スーパー中継港湾である5大継のコンテナ貨物量の釣7割、日本企図のコンテナ貨物量

鐙長鱒来最2コンテナ埠頭を管理運営するま滋賀直公祉の早期縁式会社化を促進し、コンテナ場頭の管理運営の一層の効率化を悶り、主士d土

中根港湾の鼓争力強化や‘設が闘産業経済の発農を悶る。

【世界の港湾別コンテナ鼠扱個数ランキング1 [ス-J'~-中華港湾ブ口ジェク
1附年�  20議持輪

アジ7~主要望豊細ぐ殺が緩諸島型車工静ミヨスト小ゼZ水準硲実現 iこよ抗議会を2盟主住宅事の E鱗童書争iHm紙撤るため、
ハ-~・ソヌトー幸容となった総合総務策を主主カに後進。
目標:平耳~22年E童 (2010年Eむまでにアジアの主義港を凌ぐコストサーど λを君臨草壁

重差空きを1久 平高章拭定事E史上とで、量産ul詩書・寝袋港主主みになる盆主選獲量量� (18案事渓:13鵠{草草書}� 
32ヱE豊玉金泳、平成14愛手書室若手話-4E去を、シンガポーん港主主高の主塁塁盗立盗事臨む8匁E霊平総で1.1夜、3p:会主2. H lJ 

{税税斡例議議室の新設]
指定会社考察が外糞土皐頭公社からの出資により取得した

外議場競業務局不動産の所を撃の務軽費譲に係る

嚢録免艶盤強援護〈本票日不動産儲額の20/1000)を、

主主重量ft著書線事告:::t;:;'苧ナfト議す'"� i.iFJil16-Z0f;':!)l/Plifr:j 

輪 競 へ �  J緩務繁華91800絞'PU宮λ

集符愛SODm忌Jヒ� 

i議糊コン苧ナトけんね輔{鶴事業)I
手持続フィーダー穂滋剰の激化

{懐疑による家薬害事} 

平成22年4FJ1日から平成25年3FJ31Bi1震で i
15/1000とま長。

線媛公役改糊株式会役化{混領特鋼)I 

{関査章民長瞳堕金聾で議論された

議灘股賞品をまさに進める税制)
 8 




